ルネッサンス青年団事業 助成金交付要綱

（趣旨及び目的）

第１条　かつての青年団活動が、職場をこえた交流の場であり、男女の出会いの場　　でもあったように、若者が集う取り組みを奨励・推進し、若者の定住・移住や交流を進めるとともに、元気な地域活動を通じて地方（田舎）の意義や良さの認識を深める「しまね田舎ツーリズム」の周知と活用を推進することを目的として、若者の交流・集いの開催費の一部を助成する。
（助成の対象事業及び対象者）

第２条　次の①～⑦の全てに該当する事業及び対象者とする。

1 参加者同士の相互理解や親睦を深め、新たな交流の輪が広がることを　　　目的とし、新たに企画・実施する事業であること（一企業の社員の親睦会、各団体等の定例の交流会、定例で開催する既存事業の財源振替は対象としない。）。
2 事業の内容は、単なるレクリエーションや飲食会ではなく、参加者の相互理解、交流が深まるような仕掛けや工夫がなされたものであること。

　 例：自己紹介、テーマを決めたワークショップ、出会いの場づくり等

③新たにグループを作るもの、または県内で活動する民間団体、グループなど既存のグループで新たに参加者を募るもの。ただし、国、地方公共団体及びその外郭団体、財政支援（援助）団体を除く。

④主催者が直接実施するもので、多様な地域、職域から若者が参加する事業であり、継続的な実施が見込めるもの。

　⑤事業の対象とする若者は、18歳以上45歳未満の者（以下「参加者」という。）を想定し、在住地は県内外を問わない。

⑥１回の事業につきおおむね10人以上の参加が見込まれるもの。
　　⑦しまね田舎ツーリズム推進の視点から、同ツーリズム推進協議会に参加している施設（またはツーリズムの施設ではないが、交流・集いの成果が特に見込めるものとして、事前協議により財団が承認した施設）での体験活動やそれを会場として実施するものが望ましい。
（助成額等）

第３条　助成額等は次の通りとする。
(1) 助成額

参加者1人当たり上限額3,000円（宿泊をともなう場合は1人当たり上限額5,000円）とする。

　(2) 助成限度額

1団体につき助成額の上限は1回あたり10万円とする。また、この助成はルネッサンス青年団活動の立ち上がり支援の見地から行うものであり、その趣旨から、同一グループの活動に対する助成は、人数、年度に関わらず3回までとする。主催者となる者が複数のルネッサンス青年団活動グループの代表を兼ねることは差し支えない。

　　(3) 対象経費

会場費（設営費を含む。）、広報費、体験料、材料費及び消耗品費、茶菓代、講師謝金、交通費、その他事業実施に必要と認められる経費とする。飲食をともなう交流会を実施する場合は参加者から一定の負担金を徴収するものとする。
　　　　※団体等の従前からの経常的活動経費は対象としない。

　　　　※団体の構成員に対する謝金は対象としない。

（助成金の申請）

第４条　助成金の交付を受けようとする者は、助成金交付申請書（様式第1号）を財団　　　理事長に提出しなければならない。

（申請内容の審査及び交付決定）

第５条　財団理事長は、提出された助成金交付申請書の内容を審査し、助成金の交付が　　適当であると認めたときは、助成金交付決定通知書（様式第2号）により、助成を　　　　受ける者（以下「助成事業者」という。）に通知するものとする。

２　前条の決定に当たり、財団理事長は必要に応じ条件を付すことができる。

（助成事業の変更等）

第６条　助成事業者は、事業内容の大幅な変更または中止もしくは廃止しようとする場合には、その理由を付して直ちに財団理事長に報告し承認を受けなければならない。　　　ただし、当初の趣旨を変更しないものであり軽微な変更についてはこの限りではない。

（実績報告及び額の確定）

第７条　助成事業者は、事業を完了したときには助成事業実績報告書（様式第3号）を　　　財団理事長に提出しなければならない。なお、実績報告書の提出期限は、事業完了の日から起算して1ヵ月を経過した日または当該年度末までのいずれか早い期日とする。

２　財団理事長は、前項の書類の提出を受けたときは内容の審査を行い、適正と認めた

ときには助成金の額を確定し、助成事業者に通知するものとする。
（助成金の支払）

第８条　助成金の支払は、原則として助成金の額を確定した後に行うものとする。ただし、必要があると認められる場合には概算払をすることができる。
２　助成事業者は、前項の規定により助成金の支払を受けようとするときは、助成金概算払及び精算払請求書（様式第4号）を財団理事長に提出しなければならない。
３　概算払いは、交付決定した助成金の額の70％以内とする。
（証拠書類の保管）

第９条　助成事業者は、助成金の収支状況を明確にした帳簿・証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を事業が完了した日の属する会計年度の終了後3年間保存しなければ　　ならない。

　　　附　則

　１　この要綱は、平成２７年１月１日から適用する。

　２　この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。
　３　この要綱は、平成３１年４月１日から適用する。
